
１　電気事業

(1)職員給与費の状況

　①　決算

Ａ

（注）　職員給与費とは、給料、諸手当、退職給与金、法定福利費である。

Ａ 計　　Ｂ

人 千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　２　職員数は19年３月３１日現在の人数である。

(2)職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（18年度決算ベース）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）１　「基本給」は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額である。

　　　２　平均月収額には、期末・奨励手当を含む。

(3)職員手当の状況

　①　期末手当・奨励手当

千円 千円

期末手当 奨励手当 期末手当 奨励手当

月分 月分 月分 月分

（1. 6） 月分 （0. 75） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：5%～20%

管理加算：10%

一人当たり

給与費　B/A

千円

516,840 6,891

千円

574,266

587,939368,002

％

大分県企業局の給与・定員管理等について

（参考）都道府県平均

１人当たり給与費給　　料 職員手当 期末・奨励手当

給　　　　与　　　　費（千円）

団体平均

事　業　者

41.0

40.8

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

129,552

千円 千円 千円

7,080

大分県企業局 347,980

区分

18年度

職員数

75 299,918 87,370

29.5

18年度 千円 千円 千円

2,186,180 364,389 635,152 29.1%

％

Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

総費用に占める （参考）

職員給与費比率 17年度の総費用に占

区分 総費用 純損益又は実質収支 職員給与費

1,7751,727

（18年度支給割合） （18年度支給割合）

3.0 1.45

大分県企業局 団　体　平　均

１人当たり平均支給額（18年度） １人当たり平均支給額（18年度）



千円 千円

期末手当 奨励手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（1. 6） 月分 （0. 75） 月分 （1. 6） 月分 （0. 75） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：5%～20% 役職加算：5%～20%

管理加算：10% 管理加算：10%

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

　②　退職手当（19年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 なし ） （退職時特別昇給 ）

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 なし ） （退職時特別昇給 なし ）

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、18年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　２　団体平均の１人当たり平均支給額の退職事由は総務省提供データにおいて明らかにされていない。

　　　３　大分県企業局の１人当たり平均支給額は電気事業会計によるものであり、工業用水道事業会計との

　　　　両会計計による実質の１人当たり平均支給額は27,529千円である。

3.0 1.45

大分県企業局 団　体　平　均

大分県企業局 一般行政職（大分県）

1,727 1,922

（18年度支給割合） （18年度支給割合）

3.0 1.45

１人当たり平均支給額（18年度） １人当たり平均支給額（18年度）

47.50

59.28

30.55

41.34

59.28

59.28

23.50

33.50

定年前早期退職特例措置（２～４０％加算）

15,512 20,650

大分県企業局 一般行政職（大分県）

23.50 30.55 23.50 30.55

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50 59.28 47.50 59.28

59.28 59.28 59.28 59.28

定年前早期退職特例措置（２～４０％加算）

15,512

定年前早期退職特例措置（２～４０％加算）

28,2277,910



　③　地域手当（19年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

　④　特殊勤務手当（19年４月１日現在）

千円

　円

　％

　⑤　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　⑤　その他の手当（19年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

一般行政職の一般行政

（18年度決算）（18年度決算）

支給職員１人当た支給実績

手当名 制度と異なる り平均支給年額

内　　　　容

内容及び支給単価 職の制度

との異同

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ）

職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

31,237

416

26,685

347

勤務１回につき7,200円

１日580円

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ）

職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

ダム管理事務所に勤務する職員

用地交渉手当 用地交渉を担当する職員
用地の取得に係る所有者及び権利者
と直接面接して行う交渉

左記職員に対する支給単価

現場における発電施設等の保守・点検業務 １日610円

現場における危険の伴う作業 １時間当たり 250円(特に危険)　180円(左記以外)

主な支給対象業務手当の名称 主な支給対象職員

週休日における当直業務

5,920 109,630

7,961 723,727

13,264

特殊現場作業手当 技術職員

危険作業手当 全職員（主に技術職員）

ダム業務手当

管理職手当
企業局長が指定する管理職に対して
支給（20/100以内） 同

260,078

246,914

93.3

4

17,284支給総額（18年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度）

手当の種類（手当数）

支給総額（18年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

－

－

支給対象地域 支給率 支給対象職員 一般行政職の制度(支給率)

扶養手当
扶養親族のある職員に対して支給
（配偶者13,500円、子等6,500円） 同

9,026 143,269

住居手当

月額12,000円以上の家賃を支払って
いる職員に対して支給（27,000円上
限）
持家手当　１月　3,400円

通勤手当
片道2㎞以上の交通機関、交通用具
利用者に対して支給（2,000円～
55,500円）

一部異なる
交通用具の区分、最
高支給限度額等

同

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度(支給率)



千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

(4)定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　①　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（注）　電気事業・工業用水道事業の合計数である。

（参考）大分県企業局中期経営計画における定員管理の数値目標（数・率）

　③　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（注）１　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

　　　２　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの

　　　　　職員増減数の累計を示す。

△ 16

－ 61

△5(31.3%)△ 3

72

37

部　門

0

19　年
２年目

20　年
３年目

21　年
４年目

22　年
５年目

18年～22年
計

（参考）
数値目標

－

（各年４月１日現在）

単身赴任手当
単身赴任者に対して月額23,000円
（距離加算あり） 同

97,625

夜間勤務手当
正規の勤務時間が夜間（22:00～
5:00）に割り振られている職員に対
して支給（125/100）

同

－ －

2,018 252,250

－

宿日直手当
宿日直を命ぜられた職員に対して支
給（4,200円～7,200円）

管理職員特別
勤務手当

管理職手当を受給している職員が休
日において臨時又は緊急の業務のた
め４時間以上勤務した場合に支給
（6,000円～10,000円）

同

同 781

－

平成17年４月１日
職員数

平成22年４月１日
職員数

純減数 純減率

114 98 16 14.0

数値目標

△１４名

計画期間

始　期

平成18年4月1日

終　期

平成22年4月1日

工業用水
道事業

職員数

増減

電気事業
職員数

増減

計
職員数 114 112

増減 △ 2 △ 16

109 98

△ 3

区　分 17   年
計画始期

18　年
１年目

37 37

77 75

△ 2

37

0 0

△5(31.3%)

－

－



２　工業用水道事業

(1)職員給与費の状況

　①　決算

Ａ

（注）　職員給与費とは、給料、諸手当、退職給与金、法定福利費である。

Ａ 計　　Ｂ

人 千円

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　２　職員数は19年３月３１日現在の人数である。

(2)職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（18年度決算ベース）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）１　「基本給」は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額である。

　　　２　平均月収額には、期末・奨励手当を含む。

(3)職員手当の状況

　①　期末手当・奨励手当

千円 千円

期末手当 奨励手当 期末手当 奨励手当

月分 月分 月分 月分

（1. 6） 月分 （0. 75） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：5%～20%

管理加算：10%

区分 職員数

Ｂ

18年度 千円 千円 千円

3.0 1.45

1,751 1,865

（18年度支給割合） （18年度支給割合）

大分県企業局 団　体　平　均

１人当たり平均支給額（18年度） １人当たり平均支給額（18年度）

事　業　者

団体平均 45.3 387,272 606,347

区分 総費用 純損益又は実質収支 職員給与費

1,503,167 570,555 297,933

（参考）都道府県平均

給　　料 職員手当 期末・奨励手当 給与費　B/A １人当たり給与費

22.4

給　　　　与　　　　費（千円） 一人当たり

める職員給与費比率

％ ％

Ｂ／Ａ

19.8%

総費用に占める （参考）

職員給与費比率 17年度の総費用に占

18年度 千円 千円 千円 千円 千円

7,217

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

37,906 64,777 253,642

大分県企業局 41.4 354,065 571,265

6,85537 150,959



千円 千円

期末手当 奨励手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（1. 6） 月分 （0. 75） 月分 （1. 6） 月分 （0. 75） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算：5%～20% 役職加算：5%～20%

管理加算：10% 管理加算：10%

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

　②　退職手当（19年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 なし ） （退職時特別昇給 ）

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 なし ） （退職時特別昇給 なし ）

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、18年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　２　団体平均の１人当たり平均支給額の退職事由は総務省提供データにおいて明らかにされていない。

　　　３　大分県企業局の１人当たり平均支給額は電気事業会計によるものであり、工業用水道事業会計との

　　　　両会計計による実質の１人当たり平均支給額は27,529千円である。

定年前早期退職特例措置（２～４０％加算） 定年前早期退職特例措置（２～４０％加算）

12,017 7,910 28,227

59.28 59.28 59.28 59.28

47.50 59.28 47.50 59.28

33.50 41.34 33.50 41.34

定年前早期退職特例措置（２～４０％加算）

12,017 17,209

大分県企業局 一般行政職（大分県）

59.28 59.28

47.50 59.28

33.50 41.34

（18年度支給割合） （18年度支給割合）

大分県企業局 団　体　平　均

3.0 1.45 3.0 1.45

１人当たり平均支給額（18年度） １人当たり平均支給額（18年度）

1,751 1,922

大分県企業局 一般行政職（大分県）

23.50 30.55

23.50 30.55 23.50 30.55



　③　地域手当（19年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

　④　特殊勤務手当（19年４月１日現在）

千円

　円

　％

　⑤　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　⑤　その他の手当（19年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

同

との異同 内　　　　容

管理職手当
企業局長が指定する管理職に対して
支給（20/100以内）

支給実績 支給職員１人当た

手当名 内容及び支給単価

一般行政 一般行政職の

支 給 実 績 （ 17 年 度 決 算 ） 8,943

職員１人当たり平均支給年額（17年度決算） 242

支給総額（18年度決算） 7,053

支給職員１人当たり平均支給年額（18年度決算） 207,441

支給総額（18年度決算） －

支給対象地域 支給率 支給対象職員 一般行政職の制度(支給率)

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算） －

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度(支給率)

職員全体に占める手当支給職員の割合（18年度） 91.9

手当の種類（手当数） 3

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

特殊現場作業手当 技術職員 現場における工業用水道施設等の保守１日610円

危険作業手当 全職員（主に技術職員） 現場における危険の伴う作業 １時間当たり 250円(特に危険)　180円(左記以外)

用地交渉手当 用地交渉を担当する職員
用地の取得に係る所有者及び権利者
と直接面接して行う交渉 １日580円

支 給 実 績 （ 18 年 度 決 算 ） 8,587

職員１人当たり平均支給年額（18年度決算） 232

同

り平均支給年額

（18年度決算） （18年度決算）

職の制度 制度と異なる

4,533 755,500

6,246 283,909

住居手当

月額12,000円以上の家賃を支払って
いる職員に対して支給（27,000円上
限）
持家手当　１月　3,400円

同 3,554 148,083

扶養手当
扶養親族のある職員に対して支給
（配偶者13,500円、子等6,500円）

通勤手当
片道2㎞以上の交通機関、交通用具
利用者に対して支給（2,000円～
55,500円）

一部異なる
交通用具の区分、最
高支給限度額等

5,874 167,828



千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

(4)定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　①　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（注）　電気事業・工業用水道事業の合計数である。

（参考）大分県企業局中期経営計画における定員管理の数値目標（数・率）

　③　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（注）１　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

　　　２　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの

　　　　　職員増減数の累計を示す。

20　年
３年目

21　年
４年目

22　年
５年目

18年～22年
計

2,059 257,375

単身赴任手当
単身赴任者に対して月額23,000円
（距離加算あり） 同 － －

－ －

夜間勤務手当
正規の勤務時間が夜間（22:00～
5:00）に割り振られている職員に対
して支給（125/100）

宿日直手当
宿日直を命ぜられた職員に対して支
給（4,200円～7,200円） 同

同

－ －

平成17年４月１日
職員数

平成22年４月１日
職員数

純減数 純減率

管理職員特別
勤務手当

管理職手当を受給している職員が休
日において臨時又は緊急の業務のた
め４時間以上勤務した場合に支給
（6,000円～10,000円）

同

98 16 14.0

計画期間
数値目標

始　期 終　期

114

平成18年4月1日 平成22年4月1日 △１４名

（各年４月１日現在）

17   年
計画始期

18　年
１年目

19　年
２年目

区　分 （参考）
数値目標部　門

電気事業
職員数 77 75 72 － 61

増減 △ 2 △ 3 △5(31.3%) △ 16

計
職員数 114 112 109 － 98

増減 △ 2 △ 3 △5(31.3%) △ 16

工業用水
道事業

職員数 37 37

－

37

0

－ 37

増減 0 0


